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第 6 回 タイの保全手続きと強制執行手続きについて  

第 5 回までは、タイにおける裁判制度や債権回収のポイントを述べてきたが、訴訟で判決を得る前に

相手方のタイ国内の財産を適切に保全することができるか、また、仮に債権者が勝訴判決を得て、債

務名義を取得できた場合、タイにおいて強制執行ができるか、ということについて相談を受けること

も多い。今回は、タイにおける保全手続きと強制執行手続きについて紹介する。 

1 保全手続きについて 

保全手続とは、相手方から確実に債権を回収するために、訴訟での判決が得られる前に、相手方の財

産を仮に差し押さえたり、仮に処分するような手続き等を意味する。例えば、相手方に土地や建物、

現金預金などの価値がある財産があったとしても、土地や建物が第三者に売却されたり、現金が引き

落とされ、流用されてしまっては、仮に勝訴判決を得たとしても、相手方から債権を回収することが

できなくなるおそれがあるため、あらかじめ相手方のそれらの財産について売却したり、利用したり、

隠したりできないようにする手続きである。 

 

タイにおける保全手続については、民事訴訟法第 254 条において、仮差押え（財産流用を防ぐため、

財産を保全する手続き）、差止命令（契約違反や不法行為等の行為によって対象物の損傷や譲渡等を

防ぐため、対象行為を停止させる手続き）、登記官等による処分（財産流用を防ぐため、登記変更等

を停止させる手続き）、被告の身体拘束（逃亡や証拠隠匿等を防ぐため、対象者の身体を拘束する手

続き）等が認められている。 

 

債権者は訴状の提出と同時、又は、判決前までに裁判所に対して仮処分等の保全手続きを申し立てる

ことが可能となっている。申立後、裁判所は、当事者に対して審問を行い、保全手続きについて、正

当な事由と十分な根拠があると判断する場合においては、裁判所は保全命令を発する仕組みとなって

いる (民事訴訟法典 254 条、255 条)。 

 

但し、実務上、裁判所は、仮処分等の申立てを慎重に判断するといわれており、実際に保全命令が出

されるケースは少ないといわれている。また、実務上の大きな問題として、日本とは異なり、タイで

は、本案訴訟の提起後にしか保全申立を行うことができず、被告に訴訟提起の事実が知られないまま、

保全手続を進めることはできない。したがって、裁判所から保全命令を取得できたとしても、その時

点では、既に執行すべき財産がなくなっている状態になっている可能性があるため、十分に留意する

必要がある。  

 

２ 強制執行手続きについて 



 

 

タイにおいて、判決が言い渡されたにも関わらず、債務者が債務を履行しない場合、裁判所に対して

強制執行の申立を行うことにより、執行手続きを行うことが可能となっている。勝訴者は判決日から、

10 年 以内に裁判所に対して判決の執行を申立ことができる(民事訴訟法第 271 条、274 条)。なお、

仲裁の場合は 3 年以内となっているので留意が必要である（タイ王国仲裁法第 42 条）。 

 

強制執行の手続きの流れとしては、まずは債権者が裁判所に対して、執行官選任の申立を行った上、

裁判所が執行官選任状を発行する（民事訴訟法第 275 条、278 条）。その上で、財産が特定されてい

れば、債権者は、法務省内の民事執行局にその財産の強制執行を申し立て、執行官が執行を行う。動

産や不動産の場合、競売によってその財産が現金化され、債権者に支払われる。また、給与債権や売

掛金債権などの金銭債権の場合は執行官がその債権を差押え、現金を取り立てる（民事執行法第 282

条）。 

 

なお、執行手続きに要する費用は、財産の種類によって異なり、競売価格や財産額の数パーセント等

となっている。下表のようなリストが整備されており、執行にかかるコストも把握しておくことが肝

要である。 

 

＜財産執行に関する費用一覧表＞ 

 

 

 

 

 

以 上 

 

〈注記〉 

本内容に関し、以下の点ご了解ください。 



 

・ 今後の政府発表や解釈の明確化にともない、本資料は変更となる可能性がございます。 

・ 本資料の使用によって生じたいかなる損害についても当社は責任を負いません。 

「One Asia Lawyers」は、日本および ASEAN 及び南アジア各国の法に関するアドバイスを、シーム

レスに、一つのワン・ファームとして、ワン・ストップで提供するために設立された日本で最初の

ASEAN 及び南アジア法務特化型の法律事務所です。 

One Asia Lawyers タイ事務所においては、常駐日本人専門家 3 名を含む合計 20 名の体制で対応を行

っております。コーポレート、労務、倒産、訴訟等、現地に根付いたサービスを提供しております。 

本記事やご相談に関するご照会は以下までお願い致します。 

yuto.yabumoto@oneasia.legal（藪本 雄登） 

 

藪本 雄登  

One Asia Lawyers タイ事務所代表/メコン地域統括  

One Asia Lawyers の前身となる JBL Mekong グループを 2010 年に設立。メコン地

域流域諸国を統括。カンボジア、ラオス、タイ、ミャンマー、ベトナムで数年間の

駐在・実務経験を有し、タイを中心にカンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム（CLMV）の各国

につき、現地弁護士と協働して各種法律調査や進出日系企業に対する各種法的なサポートを行う。タ

イ国内案件、ベトナム国内案件、CLM へのクロスボーダー進出支援業務、M&A、コーポレート、労

務、税務、紛争解決案件等を担当。 
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